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現在、日本企業が緊急に取り組むべき課題として、DX(Digital Transformation)と人的資本

経営という 2 つの大きな潮流が押し寄せている。 

最初に、DX とは、企業が ICT を活用しながら、製品やサービス、ビジネスモデルの革新

を図るとともに、業務そのものや、組織、企業文化・風土を変革し、競争優位性を確立する

ことを意味する。そして、DX の推進は企業価値向上に大きな影響を与える重要な決定要因

になっている。 

次に、人的資本は決して新しい言葉ではなく、「ヒト」の持つ能力を資本としてとらえた

経済学の用語として用いられてきた。そして人的資本経営について、経済産業省は人材を

「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につな

げる経営のあり方であると定義している。近年、先進国を中心に企業価値に占める無形資産

の割合が大半を占めることや、ESG の観点からも人的資本経営の水準を高めることが要請

されるようになった。 

重要なことは、2 つの潮流に対してそれぞれ個別に向き合うのではなく、相互に関連付け

ながら対応する必要がある。具体的には、中長期的な企業価値向上の観点から、経営戦略と

人材戦略を連動させる人的資本経営の高度化に向けて、DX を導入しながら企業は経営改革

に取り組まなければならない。 

以上のことを踏まえて、日本労働科学学会の有志による「DX と働き方ー人的資本と企

業価値創造ー」研究会で、DX と人的資本について多面的な視点から議論が行われた。

本稿の目的は、その議論をもとに、DX と人的資本について、様々な切り口から検討する

ことである。 ここで我々が強調したいのは、それらの光の面だけではなく、影の面にも焦

点を当てる必要があるということである。 



本プロジェクトの成果物として、書籍『DXと人的資本』が 2023年 4月 25日に刊行さ

れた。『DXと人的資本』は以下のような 4部構成と内容を

通じて人的資本経営に係る諸問題について分析・議論した。

まず、第１部では人的資本の重要性を、単に従来の理論的

紹介に終わることなく、それらの意義や限界を踏まえなが

ら、新たな現代的視点から論じている。つぎに、第 2部で

は DX時代における働き方の特徴と課題について言及し

ている。そして、第 3部では人的資本の重要性や人的資本

投資に係る指標やそれらが企業価値向上に結びつくシナリ

オについて解説している。最後に第 4部ではビジネス環境

の変化を踏まえた上、「新しい資本主義」下の働き方を検討

している。また、中国の従業員ヘルスケアについても考察

している。情報革命は生産力と生産性を飛躍的に発展させ、人的資本経営への関心を呼び寄

せている。一方で、雇用問題、格差問題や貧困問題なども生み出している。本書はなぜ人的

資本経営が重要か、どのようにして企業価値の向上に寄与するか、そしてどのように人的資

本経営を展開するか、さらには情報革命による負の側面をどのように対応するかについて、

実務家、経営者そして研究者がそれぞれの立場から下記 10の対策を提案した。 

 

① 人的資本に関する情報そして企業戦略、企業価値向上との関係性を明確にすること 

② 企業価値向上に有効なパーパスの組織浸透度、パーパスの従業員ごと化を説明するた

めにアウトカム指標の測定、インパクトパス（インパクトが波及する経路）の明確化 

③ 労働者を守るために、交渉できる組織を作り、事故が起こった時に保障できるような

制度作り 

④ 人への投資がリスクマネジメントにもつながるため、本部業務においても適切な人員

を確保するとともに DXを推進させること 

⑤ 経営者には DX推進に対応していくために、一挙にジョブ型に全面移行することでは

なく、現状を分析した上段階的に進めるとともに、働き手には自らの専門性、市場価

値を向上させること 

⑥ 非財務的情報が統合報告書における事業内容や連結財務諸表にどのような重要な影響

を与えたか、与える可能性があるかを明確にすること 



⑦ 人的資本を作る戦略と組織体制を整えること、目標を作り実行し、従業員の意欲を高

めてまた次の目標を作るサイクルの考案 

⑧ 日本版ベネフィットコーポレーションを展開するための制度づくり 

⑨ 従来のメンバーシップ型のメリットを活かしながら部分的にジョブ型を採用する形式

をとるか、メンバーシップ型雇用の矛盾点を企業独自で解決してオリジナルな雇用制

度の設計 

⑩ 中国において企業内で健康管理に携わる者の専門性の向上、そして従業員の健康を維

持・増進するためには企業だけでなく、政府や地域社会との連携 

このように、本書は DX時代における人的資本経営に関する理論的整理、現状の把握と新

たな課題の提起を狙いとしている。DXは業務の単なるデジタル化を意味するのではなく、

IT 技術を活用することで、組織のあり方や枠組みの再構築を促し、企業価値を向上さ

せることである。その際、「働き方」を変えるという手順は必須であり、結果的に「人

的資本」の高度化が要請されることになる。このようなコンセプトをもとに、本研究会

の各メンバーは使命と熱意をもって議論を重ねて、その内容は深く充実したものになっ

た。それらの議論を実務界に発信し、現状に調和させて、労働についての社会課題の解

決に寄与することが本書の目的である。これが少しでも実現できれば望外の喜びである。 

 


